
資料 １－２－１

～フランスの事例紹介を中心に～



パ おけ 職兼職 状パ おけ 職兼職 状１．ヨーロッパにおける公職兼職の状況１．ヨーロッパにおける公職兼職の状況

公職の兼職（首長と国会議員の兼職だけでなく、地方議員と国会議員

の兼職なども含む）は、ヨーロッパ諸国の一部にみられるが、その中で

も フランスが 規模 範囲において最も定着している国であるも、フランスが、規模・範囲において最も定着している国である。

◆◇ヨーロッパ諸国（フランス以外）で公職の兼職が行われている国◇◆◆◇ヨーロッパ諸国（フランス以外）で公職の兼職が行われている国◇◆

スペイン、ベルギー など

◆◇ヨーロッパ諸国（フランス以外）で公職の兼職が行われている国◇◆◆◇ヨーロッパ諸国（フランス以外）で公職の兼職が行われている国◇◆

◆◇フランスにおける公職の兼職の代表例◇◆◆◇フランスにおける公職の兼職の代表例◇◆

シラク前大統領は、1986年から1988年まで首相を務めたが、

同時にパリ市長（パリ市の市議会議員でもある）だった。
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２ フランスの政治制度２ フランスの政治制度２．フランスの政治制度２．フランスの政治制度

◆◇◆◇ 国の制度国の制度 ◇◆◇◆◆◇◆◇ 国の制度国の制度 ◇◆◇◆

国民が直接選挙する

大統領は行政府の首長
行政府

首相 諸大臣の任命首 長 大統領は行政府の首長

で、首相と諸大臣を任

命し、閣議を主宰・統

括する

大 統 領
・首相、諸大臣の任命

・閣議の主宰・統括

首 長

括する。

国 民

地方ごとの選挙人団

地方議会議員中心

直接選挙

国会は２院制で、直

接選挙からなる国民議

国 民 地方議会議員中心

間接選挙
直接選挙

直接選挙

会と、地方ごとの選挙

人団（地方議会議員中

心）が間接選挙する上

国 会

国民議会 上 院
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心）が間接選挙する上

院からなる。



◆◇◆◇ 地方の制度地方の制度 ◇◆◇◆

州

基礎単位がコミューン
(市町村)、広域単位が県、

自治体の構造 州

県 パリ市（コミューンであり県）
※ パリ市はコミュ－ンである

と同時に県であるコミューン

コミューン

コミ ン
より広域の単位が州。3層制。

コミューンにおける議長と首長の関係（議長＝首長）

と同時に県である。コミューンコミューン

議 長
首 長地方議会

＊ 市町村長は、６年間の任期を保障される。
＊ 議会に自ら率いる多数派を形成しているため、政治的

執行機関議会の長が地方自治体の首長になる議会の長が地方自治体の首長になる

議会の中から互選
※事実上、第1党の名簿の第一順位

に登載された候補者が選出される。

立場は非常に強固。
＊ 市長職に対する信頼度が、大統領等に比べて高い。

【1982年の世論調査における信頼度】
市長:75% 大統領:60％ 国民議会議員:50％

Ｃ党Ｂ党Ａ党（最多票獲得）
第１党となり 必ず

第1党派が必ず安定多数を取る選挙制度。

地方議会議員が直接選挙で選ばれ、その議会
の中から互選される議長が当該地方自治体の執第１党となり、必ず

安定多数の議席を得る

直接 選挙

の中から互選される議長が当該地方自治体の執
行機関たる首長になる。

第1党の名簿の第一順位に登載された候補者
が、ほぼ自動的に議長（＝市町村長）に選出さ
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国 民
直接 選挙

れるため、議会選挙は事実上の市町村長選挙の
意味合いを持つ。



３．フランスの大都市における市長権限の委任３．フランスの大都市における市長権限の委任３．フランスの大都市における市長権限の委任３．フランスの大都市における市長権限の委任
～マルセイユ市を事例に～～マルセイユ市を事例に～

フランス第2の都市、人口約82万人(2005年)、市議会議員101人

◆◇◆◇ 副市長等への権限委任副市長等への権限委任 ◇◆◇◆

副市長は副市長は2929人人（2008年４月現在）で、全員が市議会議員全員が市議会議員。

市長は 執行権限の一部を一人ないし複数の副市長等に委任すること

◆◇◆◇ 副市長等への権限委任副市長等への権限委任 ◇◆◇◆

市長は、執行権限の一部を一人ないし複数の副市長等に委任すること

ができる。

市長は ５つの分野ごとに副市長等に広範な権限の委任副市長等に広範な権限の委任を行っている市長は、５つの分野ごとに副市長等に広範な権限の委任副市長等に広範な権限の委任を行っている。

市長から権限の委任を受けた副市長等がそれぞれの担当分野を持ち、副市長等がそれぞれの担当分野を持ち、

各部局の責任者として政策を実施各部局の責任者として政策を実施していく。
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各部局の責任者として政策を実施各部局の責任者として政策を実施 く。



４．フランスにおける公職兼職の状況４．フランスにおける公職兼職の状況

フランスでは、従来、中央と地方間の兼職がほとんど無制限に容認されていたが、

公職兼職の弊害(※)に鑑みて、1985年及び2000年に、公職兼職を一部制限する法

律が成立した。

◆◇◆◇ 主な制限内容主な制限内容 ◇◆◇◆

律が成立した。

しかし、法律制定後でも、公職の兼職は多い。

※参考資料「１.フランスにおける公職兼職のメリット・デメリット」参照

国会議員
国会議員と地方議員、
地方行政職との兼職について

州議会議員 議長

パリ市議会議員・市長
市町村議会議員(※)・市町村長県議会議員 議長

兼職はいずれか一つ兼職はいずれか一つ

州議会議員・議長 市町村議会議員(※) 市町村長
※人口3,500人以上の場合のみ

県議会議員・議長

◆◇◆◇ 国会議員の兼職の状況国会議員の兼職の状況（（20052005年年77月現在）月現在）◇◆◇◆
国民議会議員 定数577名 割合(％) 上院議員 定数331名 割合(％)

州議会議員(うち議長) 71名(6名) 12.3%(1.0%) 州議会議員(うち議長) 23名(2名) 6.9%(0.6%)

県議会議員(うち議長) 139名(14名) 24.1%(2.4%) 県議会議員(うち議長) 110名(33名) 33.2%(10.0%)

市町村議会議員(うち市町村長) 379名(286名) 65 7%(49 6%) 市町村議会議員(うち市町村長) 199名(127名) 60 1%(38 4%)
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市町村議会議員(うち市町村長) 379名(286名) 65.7%(49.6%) 市町村議会議員(うち市町村長) 199名(127名) 60.1%(38.4%)

兼職していない議員数 90名 15.6% 兼職していない議員数 68名 20.5%

出典：山﨑榮一『フランスの憲法改正と地方分権 ジロンダンの復権』



５．日本５．日本における公職兼職禁止に係る法律の規定における公職兼職禁止に係る法律の規定５．日本５．日本における公職兼職禁止に係る法律の規定における公職兼職禁止に係る法律の規定

地方自治法 【首長と国会議員との兼職禁止】

第141条 普通地方公共団体の長は、衆議院議員又は参議院議員と兼ねるこ
とができない。

国 会 法 【国会議員と公務員との兼職禁止】

第39条 議員は、内閣総理大臣その他の国務大臣、内閣官房副長官、内閣総
理大臣補佐官 副大臣 大臣政務官及び法律で定めた場合を除いては そ理大臣補佐官、副大臣、大臣政務官及び法律で定めた場合を除いては、そ
の任期中国又は地方公共団体の公務員と兼ねることができない。

公職選挙法 【公務員の立候補制限】

第89条 国若しくは地方公共団体の公務員又は特定独立行政法人若しくは特
定地方独立行政法人の役員若しくは職員は 在職中 公職の候補者となる定地方独立行政法人の役員若しくは職員は、在職中、公職の候補者となる
ことができない。ただし、次の各号に掲げる公務員は、この限りでない。

１ 内閣総理大臣その他の国務大臣、内閣官房副長官、内閣総理大臣補佐官、
副大臣及び大臣政務官
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副大臣及び大臣政務官
２～５ （略）
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